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【図表１ 「「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生」の概要」】 出所）国土交通省ホームページ

●都市再生特別措置法等の一部を改正する法律

（令和２年９月施行）

現在、人口減少や少子高齢化が進み、商店街のシャッター

街化などによる地域の活力の低下が懸念される中、都市

の魅力を向上させ、まちなかににぎわいを創出することが、

多くの都市に共通して求められている。

このため、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律

（令和２年法律第４３号）（令和２年９月７日施行）」により、

市町村が、まちなかにおける交流・滞在空間の創出に向け
た官民の取組をまちづくり計画に位置付けることができる
こととし、 国土交通省では、こうした地域の取組に対して、

法律・予算・税制のパッケージによる支援を行うことで、

「居心地が良く歩きたくなる」空間づくりを促進し、魅力的な

まちづくりを推進することとしている。
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【図表３「市街地整備2.0」の概要】 出所）国土交通省ホームページ

●市街地整備2.0（令和２年３月公表）

「行政が中心となって公共空間確保・宅地の整形化・建物の不燃共同化を大規模に志向した開発」から、「『公民連携』で『ビ

ジョンを共有』し、『多様な手法・取組』を組み合わせて、『エリアの価値と持続可能性を高める更新』」（市街地整備2.0）へと

大きく転換を図る必要があることを示し、今後も価値を高める新しいまちづくりの促進を図ることとしている。

～市街地2.０『「空間」・「機能」確保のための開発』から『「価値」・「持続性」を高める複合的更新』へ～

【図表２「グリーンインフラ」の概要】

●グリーンインフラ推進戦略2023（令和５年９月公表）

グリーンインフラの概念（社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多

様な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組）が定着してきた中で、新た

にグリーンインフラの目指す姿や取組の視点を示している。

官と民が両輪となって、あらゆる分野・場面でグリーンインフラを普及・ビルトインすることを目指し、国の

取組みを総合的・体系定期に位置づけしている。

～グリーンインフラで目指す社会像～

わが国では、2050年までにカーボンニュートラルをめざすことを宣言しており、「まちづくりのグリーン化」を総合的に進めることが求められています。また、都市・経済の成
長から、自然豊かな良好な環境で健康にくらせる社会が再評価され、ひとと自然がよりよく関わることのできる緑と水の豊かな生活空間の形成が重要となっています。
そのため、生物多様性を考慮しつつ、緑や水辺などの自然環境を活かして、多様な主体の連携の下、快適な都市環境の形成や地域活性化、防災・減災などの社会的課題の解
決につながる取組が求められています。

出所）国土交通省ホームページ

※シームレス・・・継ぎ目や切れ目のない
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【図表１０・１１「板橋区の住宅の居住類型」】 出所）令和５年住宅・土地統計調査

【ポイント】
〇世帯全体の４４％が民営借家、３９％が持ち家となっている
〇持ち家の中での内訳では、約６割が共同住宅（マンション）と
なっている
〇空き家率は１２％ほどで、空き家の中での内訳では、賃貸用
の空き家が約７０％と多数を占める

【図表９ 「板橋区の世帯類型」】

【ポイント】
〇世帯全体の５５％を占める１７．６万世帯が単身世帯
〇世帯全体の３４％を占める１０．９万世帯が

64歳以下の若中年層の単身世帯

出所）板橋区資料【図表５ 「自転車道の整備状況」】
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【図表７ 「自転車が関係する交通事故発生件数の推移」】

出所）板橋区資料

出所）板橋区資料

【図表６ 放置自転車数の推移」】 【図表８「区内の都市計画道路】 出所）板橋区都市づくりビジョン
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出所）板橋区資料【図表４「区内の土地利用の状況」】
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